
１．補正予算の規模

・会計別の規模

（単位：千円）

２．主な補正内容

　国の補正予算を受けて実施する事業費の追加。当事業費は繰越し、令和４年度に実施する。

　　・住民基本台帳システム改修費

）

　　・ため池等整備事業費

） ）

　　・県営ほ場整備事業負担金、県営ほ場整備受託事業費

） ）

　　・地籍調査事業費

） ）

　　・小中学校大規模改造事業

） ）

一般

一般会計 33,708,784 109,392 67,463 359,300 △268,553 △48,818

令和３年度　３月補正（第８号）の概要について

会計 補正前 補正額
財　源　内　訳

補正後
国県支出金 地方債 その他

33,818,176

国民健康保
険特別会計

6,598,231 84,807 85,576 0 1,960 △2,729 6,683,038

26,238 5,038,324

産業廃棄物
最終処分事
業特別会計

60,656 0 0 0 0 0 60,656

介護保険特
別会計

5,069,517 △31,193 △36,677 0 △20,754

一般会計 109,392千円

109,400千円

（県： 41,600千円

　国補正予算による事業費の追加 786,442千円

4,592千円

（国： 4,592千円

従来、転出地で行う必要があった転出手続きをマイナポータルを利用し、転出届・転入予約をオンライ
ンで行うことで、転入地で転入届を提出するのみで手続きが完了できるようにシステムを改修する。

38,700千円

（市債： 26,700千円

地震や集中豪雨等により被害防止のため、ため池を改修する。
当補正予算においては、７箇所分の事業費を追加する。

（県： 12,000千円

（市債： 67,800千円

県営で実施されるほ場整備事業への負担金、県からほ場整備事業を受託して実施する。
当補正予算においては、３地区分の事業費を追加する。

45,700千円

（県： 34,275千円 （一般： 11,425千円

一筆調査（測量）、地籍図、地籍簿の本閲覧を実施するための事業費。
当補正予算においては、４地区分の事業費を追加する。

576,600千円

（国： 153,500千円 （市債： 423,100千円

小中学校の大規模改造を実施するための事業費。
当補正予算においては、賀集・志知・榎列小学校、三原中学校の事業費を追加。
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　　・感染症対策等学校教育活動継続支援事業費

）

　　・農業委員会運営事業費（タブレット購入費）

）

） ）

） ）

）

　　議会費

・議会運営事業費

　　総務費

・若者応援ふるさと便事業、国際交流事業

・企業誘致支援事業費

・財産管理事業（ケーブル設備撤去工事費等）

・高齢者デジタル化推進事業費

・庁舎管理事業費（用地購入費等）

・マイナンバーカード交付事業費

・賦課徴収事業（システム改修委託料）

・各種選挙費（市議会議員選挙事業等）

（市債： △154,100千円 （その他： △257,073千円

（一般： △40,949千円

△15,600千円

・定住促進事業費（多世代同居・近居支援事業補助金等）

　各事業費の決算見込みによる増減 △646,880千円

（国： △68,241千円 （県： △126,517千円

△2,500千円

△5,999千円

△10,644千円

△4,390千円

△1,000千円

主な内容

・大学連携推進事業費 △8,446千円

△24,900千円

△36,260千円

△22,654千円

△1,350千円

学校教育活動の着実な継続のため、密閉・密集・密接を回避し、児童・教職員等の感染症対策に必要
となる物品を購入する。

（県： 920千円

農業委員、推進委員や事務局の作業効率の向上のためタブレットを導入する。

10,530千円

（国： 10,530千円

920千円
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　　民生費

・老人福祉事業費（地域介護拠点整備費補助金等）

・保育所改修事業費

　　衛生費

・上水道関係事業費

・衛生センター解体工事費

　　農林水産業費

・地域連携円滑化推進事業費（施設改修事業）

・水田農業構造対策事業費

・多面的機能支払活動支援交付金

・本庄川ダム管理事業費

・浜の活力再生交付金、県漁港漁場協会負担金

・漁港施設改修事業費

・底質改善魚礁設置事業費

・団体営農村地域防災減災事業

・県営ほ場整備事業

　　商工費

・デジタル地域振興券発行業務委託料等

・海水浴場管理事業費

・大鳴門周辺環境整備事業費

・児童手当 △8,700千円

・母子等福祉事業費（母子保護費等） △5,625千円

・障害者福祉事業費（扶助費） △1,200千円

△14,998千円

・予防接種事業費（定期予防接種医師委託料） △8,000千円

・母子衛生事業費（妊婦健康診査補助金） △2,000千円

△822千円

△9,849千円

△1,915千円

・私立保育施設負担金、保育施設事業補助金 △63,751千円

・介護保険特別会計保険事業勘定繰出金 △10,107千円

・介護等給付費・自立支援医療費事業 5,000千円

・国保福祉医療波及分等繰出金 1,198千円

・保険衛生総務事業（夜間小児救急医師送迎タクシー代等） 1,249千円

・ため池等整備事業費 △22,839千円

・ほ場整備事業費、ほ場整備受託事業費 △47,060千円

・地籍調査事業費 △5,000千円

・農業振興各補助金 △13,150千円

・有害鳥獣対策事業費 △5,800千円

△10,038千円

・並型魚礁設置工事費 △4,905千円

9,201千円

・過年度農村地域防災減災事業負担金返還金（地元負担分） 297千円

29,342千円

・商工振興事業費（淡路瓦屋根工事補助金等） △6,300千円

・観光振興事業費（にぎわいづくり事業補助金等） △4,920千円

△72,048千円

△18,900千円

△6,660千円

△18,754千円

△1,965千円

△798千円

△4,800千円

△7,344千円

△51,741千円
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　　土木費

・地方路線バス等運行対策事業費

・コミュニティバス運行事業費

・排水対策事業費

・都市計画整備事業費

・地方路線バス運行対策補助金

　　消防費

・非常消防事業費

　　教育費

・教育振興事業費（電子黒板借上料等）

・中央公民館事業費

　　諸支出金

　　その他経常経費の減額

） ）

） ）

内訳

・サマースクール事業

・老朽危険空屋除却支援事業補助金 △15,180千円

1,038千円

・離島航路補助金 14,200千円

・小中学校組合事業費 △8,964千円

・埋蔵文化財保護事業費 △83,235千円

・学校給食センター維持工事費 △7,500千円

151,427千円

・消防施設用備品購入費 △1,900千円

・小中学校施設整備事業費 △87,793千円

△2,230千円 （県： △1,314千円

（一般： △21,891千円（その他： △4,735千円

・外国人講師招致事業費 △1,526千円

　新型コロナウイルス感染症の影響による事業費の減額 △30,170千円

△2,700千円

・聖火リレー事業 △5,360千円

△1,557千円

・うず潮世界遺産登録推進事業 △3,300千円

・行政視察経費 △3,300千円

・アフタースクール事業 △2,460千円

△1,000千円

（国：

・くにうみ協会事業費負担金

△15,677千円

・医療的なケアを必要とする児童生徒支援事業 △3,000千円

・教育振興事業（島外選手派遣補助金等） △8,193千円

・あわじ島スポーツフェスティバル開催補助金 △2,000千円

△19,500千円

△6,210千円

△22,410千円

△12,542千円

△1,706千円

△9,257千円
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・一般被保険者療養給付費負担金

　 ）

・一般被保険者高額療養費負担金

　 ）

・特定健康診査委託料

　 ）

・一般被保険者保険給付費等交付金償還金

　 ） ）

・介護認定審査会費

）

・保険給付費

　 ） ）

） ）

・地域支援事業費

　 ） ）

） ）

・財政調整基金積立金

　歳入歳出差額の積立。 ）

・産業廃棄物処理手数料

・産業廃棄物最終処分場基金取りくずし

　産業廃棄物処理手数料の減収見込分を補填。

84,807千円

≪保険事業勘定≫

66,836千円

（その他： △5,978千円

（県： 18,740千円

　決算見込みによる増額。

介護保険特別会計 △31,193千円

　第３者納付金、不当利得に係る返還金増による増額。

△6,400千円

（一般： △6,400千円

　まちぐるみ検診受診者の減少による減額。

5,631千円

（その他： 1,960千円 （一般：

（国： △3,296千円 （県： △1,529千円

（その他： △3,660千円 （一般： 13,078千円

　各保険給付費の決算見込みによる減。

△11,503千円

≪保険事業勘定≫

　認定調査委託料、認定審査会委員報酬等の決算見込みによる減。

△29,280千円

（国： △24,556千円 （県： △14,142千円

15,568千円

（一般： 15,568千円

　決算見込みによる減額。

産業廃棄物最終処分事業特別会計※歳入補正のみ

13,000千円

　第１号訪問事業負担金、第１号通所事業負担金や介護予防ケアマネジメント事業負担金等の決算
見込みによる減額。

（その他： △4,270千円 （一般： △2,408千円

△5,978千円

（県： 66,836千円

　決算見込みによる増額。

18,740千円

国民健康保険特別会計

△13,000千円

3,671千円
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